
１．はじめに
レーザー核融合研究においては現在，高速点火方式が精

力的に研究されている［１］．この方式はレーザーによって

圧縮された燃料に別の超高強度超短パルスレーザーを照射

することで，局所的かつ瞬間的に燃料を加熱して核融合反

応を起こす手法である．伝統的な中心点火方式では燃料中

心部に高温点火部（ホットスパーク）を作る必要があるが，

高速点火ではこれを必要としないので，中心点火方式より

も低い爆縮一様性下で，かつ主燃料部を小さく出来るので

圧縮に必要なレーザーエネルギーが小さくなり，高いエネ

ルギー利得が達成される期待がある．しかし一方で，超高

強度レーザーにより生成される電子やプロトンのような高

エネルギー粒子によって加熱が行われるため，相対論的電

子と物質の相互作用のような新しい物理機構の解明が必要

となっている．

レーザー核融合では，圧縮過程で起こるレイリー・テイ

ラー（RT）不安定性が燃料の高密度圧縮の妨げとなる

が，最近この不安定性の理解が進み［２］，その抑制手法が開

発された［３］．そこで，衝撃点火と呼ばれる新しい点火方式

が提案された［４］．これは超高強度レーザーによる加熱の

代わりに，圧縮された燃料片を主燃料に超高速度で衝突さ

せることによって加熱し，核融合反応を起こす手法であ

る．この方式では流体同士の衝突によって点火を起こすの

で，超高強度レーザーによって生じる相対論電子と物質の

相互作用のような新しい物理機構の解明を必要とせず，点

火に際する物理機構が比較的はっきりしている．また，理

論的には高速点火方式と同程度のエネルギー利得を達成で

きると予測されている［４］．さらに，超高強度超短パルス

レーザーを必要とせず，主燃料を圧縮するために必要な

レーザーと同等のレーザーで燃料片の加速を行うので，比

較的低い費用での炉設計が可能である．

衝撃点火核融合では，燃料片の衝突によって主燃料を点

火するのに必要な温度（5 keV）を得るために，超高速度

（1000 km/s）で固体密度程度（5 g/cc）の燃料片を生成する

ことが必要である．このような超高速の燃料片（飛翔体）が

持つ動圧力は 50 Gbar（５００億気圧）にもなり，レーザーで

生じる圧力の２，３桁高い値であり，前人未到の高圧力物

性研究の道具にもなりうる．

本論文では，衝撃点火核融合の実現のために，まずは球

殻を平板で模擬し，RT不安定性を抑制することで，超高速

度飛翔体の生成実験を行ったので，その結果について述べ

る．

２．衝撃点火核融合
図１は衝撃点火方式におけるターゲット構造を示してい

る．高速点火方式と同様に主燃料にコーンを突き刺したも
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のであるが，高速点火ではコーン内に超高強度超短パルス

レーザーを打ち込むのに対し，衝撃点火ではここに燃料片

を配置する．主燃料に四方八方から一様にレーザーを照射

し高密度に圧縮する．一方，同等のレーザーを燃料片に照

射し超高速度に加速する．この超高速の燃料片をあらかじ

め圧縮しておいた主燃料に衝突させ，燃料片の運動エネル

ギーがすべて熱エネルギーに変換されて，核融合点火が起

こる．

衝撃点火を実現するために燃料片（衝突体）に要求され

る条件を簡単なモデルから求める．衝突体が持つ運動エネ

ルギーが主燃料との衝突によりすべて熱エネルギーに変換

されるとすると，
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より（��は質量，�は速度，�は温度），点火に必要な温度

（5 keV）を得るために必要な速度は 1000 km/s である．ま

た，主燃料部（コア）の持つ圧力と同程度の動圧力を衝突

体が持つ場合に効果的な衝突が起こると考えられるので，
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より（�は密度，�は断熱係数），衝突体に要求される飛行

中の密度は 5 g/cc である（���，����	�200 g/cc の場合）．

したがって，衝撃点火核融合を実現するためには，燃料片

の衝突によって主燃料を点火するために必要な温度（5

keV）を得ること，つまり超高速度（1000 km/s）で固体密

度相当（5 g/cc）の燃料片を生成することである．そこでま

ずは球殻を平板で模擬して，要求される燃料片が生成可能

かどうかの検証を行う．

３．超高速度の達成
1000 km/s もの超高速度を達成するためには，高い圧力

による加速あるいは長い加速時間が必要であるが，その加

速過程で起こるレイリー・テイラー（RT）不安定性によっ

てターゲットが破断する可能性があるので，それを抑制す

る必要がある．これまでに，レーザー生成プラズマで起こ

るようなRT不安定性は理論的［５］にも実験的［２，６］にもよ

く研究され，その抑制手法［３，７］も開発されてきた．ここで

は，RT不安定性の抑制のために，ターゲットに高い原子番

号を持つ物質（高 Z物質）を添加し，そこから発生する輻

射を使って抑制する方法を用いた［３］．高Z物質からの輻射

によってターゲットは内部まで加熱され，アブレーション

速度と密度スケール長が増大して，RT不安定性が抑制さ

れる．図２は２次元輻射流体シミュレーションの結果であ

る．図２（a）はポリスチレン（CH）ターゲット，（b）は臭

素を添加したポリスチレン（CHBr）ターゲットの結果であ

る．CHターゲットでは，レイリー・テイラー不安定性に

よって擾乱が成長しターゲットが破断しつつあるが，

CHBr ターゲットの場合はRT不安定性の成長が抑制され

図１ 衝撃点火概念図．

図２ ２次元輻射流体シミュレーション結果．
（a）時刻 t = 3.5 nsにおける CHの密度分布．
（b）時刻 t = 2.6 nsにおける CHBr（臭素ドープ量：3％）の密度分布．
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ていることがわかる．臭素からの輻射の効果によってRT

不安定性は抑制されるが，一方では輻射によるエネルギー

損失があるため，十分にRT不安定性を抑制し，かつ加速

に対する輻射損失が少なくなるように，あらかじめ臭素の

添加量を最適化してある．

ターゲットの加速軌跡を側面X線撮影法を使って計測す

る．図３は計測配置図を示している．平板のターゲットに

レーザーを照射し，加速させる．この時，別のレーザーを

高Z物質に照射してX線を発生させ，そのX線を照明とし

て側面からターゲットの影絵をストリークカメラで計測す

る．結像系には 10×50 μm２のスリットを用いた．ターゲッ
ト材は，臭素を質量比で 0.4％添加したポリスチレン

（CHBr）とポリスチレン（CH）を使った．レーザーは大阪

大学レーザーエネルギー学研究センターに既存の激光XII

号レーザー装置で，１２本あるレーザーを一方向からある一

点に集光可能な高強度基礎実験装置（HIPER）を使っ

た．レーザーの波長は高い圧力でターゲットを加速するた

めに，短い波長の0.35 μmを用いた．レーザーのエネルギー
は９本のビームを１点に集光するので合計で 1.5 kJ であ

る．パルス幅は 2.5 ns である．ターゲット上でのレーザー

集光径は 300 μmである．このためターゲットの幅は全体
にレーザーが照射されるように 200 μmにしてある．ター
ゲット上でのレーザー照射強度は 400 TW/cm２である．

図４はX線ストリークカメラで観測された生画像であ

る．ターゲットは厚さ 22 μmの CHBr である．ターゲット
の影絵とターゲット表面から放射されるX線（自発光）の

軌跡がそれぞれ観測されている．図５は，観測された透過

X線が最も吸収されている位置つまり質量重心を，自発光

X線は発光分布の立ち上がり半値の位置つまりターゲット

表面を，それぞれ時間変化としてプロットしたものであ

図４ 観測生画像．（a）透過X線画像．黒い部分がターゲットの影
絵を示す．（b）ターゲット表面から放射される自発光 X線
画像．図３ 側面 X線撮影法．

図５ 加速軌跡．（a）CHBr（b）CH．塗り潰された点は影絵の軌跡を，白抜きの点は自発光の軌跡を示す．実線は１次元輻射流体シミュレー
ション結果から得られた軌跡を示す．
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る．ターゲットは厚さ 15 μmの CHBr と厚さ 24 μmの CH
である．影絵と自発光の軌跡がよく一致していることがわ

かる．一方で，影絵が時刻の途中（��1.5 ns）から観測され

なくなっていることに気づくが，これにはいくつかの原因

が考えられる．１つはRT不安定性によってターゲットが

破断し拡散されてしまうことが考えられる．この現象は

CHの場合には顕著に起こるがCHBr の場合は抑制効果が

あるので顕著には見られないと考えられる．もう１つは計

測の分解能による問題で，ここでは初期のターゲット厚み

が数10 μm程度のものを用いているが，計測の分解能は10
μm程度であるので影絵（像）がいくらかなまって観測され
る．また時間分解能は 100 ps 程度であり，ターゲットの速

度が 1000 km/s の場合，時間分解能の間にターゲットは

100 μmも動いてしまうので，これによっても像がかなりな
まる．これらのなまりによって，影絵の明暗（コントラス

ト）が得られなくなり，影絵が消失しているものと考えら

れる．また，超高速度に加速されたターゲットは著しく密

度が低下している可能性があり，これも影絵のコントラス

ト低下の要因の１つとなることを付け加えておく．

得られた加速軌跡の傾きからターゲットの速度が得られ

て，終端速度として，CHBr は 640 km/s，CHは 380 km/s

が得られた．また，実験結果と１次元輻射流体シミュレー

ション［８］の結果がよく一致していることがわかる．CH

においては観測時刻の後期で若干シミュレーションとの不

一致が見られるが，これはRT不安定性によってターゲッ

トが破断しつつあり，その膨張による密度低下が原因で加

速が進んでるものと思われる．

４．飛行中の密度
超高速のターゲット（衝突体）は得られたが，その時に

密度が著しく低下していては衝撃点火は実現できない．そ

こで飛行中の衝突体の密度を計測することが重要である．

しかし，ターゲットの影絵から密度を計測する手法では，

ターゲットが超高速度で飛行するため，観測結果がぼやけ

てしまって，密度の評価が困難である．そこで，新たな密

度計測手法として薄膜衝突法（Colliding Foil 法）を開発し

た．図６はその概念図を示している．超高速度に加速した

ターゲットを状態方程式が比較的よくわかっている物質

（銅など）に衝突させる．この時，透過衝撃波と反射衝撃波

が生成されて，これらの衝撃波の前後でランキン・ユゴニ

オの関係式を使うと，衝突直前のターゲットの密度（�）が

衝突体の持つ圧力（�）と速度（�）および透過衝撃波後方

の温度（�）によって次の式で表せる（�は銅の比熱比，

��は銅の初期密度，�は銅の質量数，�は銅の電離度，

��は原子質量単位）．
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図７はこの式から評価された密度を温度の関数として示し

ている（��20 Mbar，��250 km/s，�����，�������，

����，��	��

の場合）．

衝突体の持つ圧力と速度はターゲットの加速軌跡計測の

結果から得られるので，衝突された物質の温度を計測する

ことで密度が得られる．加速させた衝突体（CHBr）を被衝

突体（銅）に衝突させて，それによって生じた衝撃波が銅

の裏面に到達した時にそこから放射される可視光の発光強

度を観測した．あらかじめ発光スペクトル計測によって発

光強度から得られる輝度温度を較正してある．得られた発

光強度からCHBrで約 95 eV，CHで約84 eVの温度が得ら

れた．図７より密度を評価すると，密度はCHBr で約 0.8 g

/cc，CHで約 0.2 g/cc であり，初期密度（1 g/cc）程度から

劇的に減少していないことがわかった．

図６ 薄膜衝突法（Colliding Foil法）．

図７ 銅の裏面温度から評価される飛行中のターゲット密度．実
線は CHBr，点線は CHの場合を示す．
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５．まとめ
近年開発されたレイリー・テイラー不安定性の抑制手法

を用いて，超高速の飛翔体を生成することに成功した．ま

た，薄膜衝突法を使うことによって，飛行中の飛翔体の密

度は初期密度程度に維持されていることがわかった．得ら

れた超高速飛翔体の動圧力は 1 Gbar（１０億気圧）にも達し，

レーザーで生じる圧力の数桁高い値であり，前人未到の高

圧力物性研究の道具になりうる．これら結果は衝撃点火に

要求される条件を完全に満たすまでには至っていないが，

理論・シミュレーションで解釈可能な結果であり，衝撃点

火方式の実現可能性を示唆する結果であると考える．
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